
道路企画Gr 幹線道路Gr
用地課

事業調整Gr
呉呉呉呉支支支支所所所所

県道Gr
用地課 工務第二課東東東東広広広広島島島島支支支支所所所所安安安安芸芸芸芸太太太太田田田田支支支支所所所所野呂川ダム管理事務所 事業調整･土砂法指定推進班事業調整･土砂法指定推進班

調整Gr 法務Gr

(維持第一係・維持第二係)

河川砂防管理Gr
(用地第一係・用地第二係) （管理第一係・管理第二係）

経営企画担当
魚切ダム管理事務所

西西西西部部部部建建建建設設設設事事事事務務務務所所所所 災害復旧チーム(維持第一係・維持第二係)維持第二課管理第一課（管理第一係・管理第二係） 建築課 (工務第一係・工務第二係)

総務Gr
工務第一課 工務課

建設業Gr 入札制度Gr
平成２８年度土木建築局及び関係地方機関組織図

土土土土木木木木建建建建築築築築総総総総務務務務課課課課 建建建建設設設設産産産産業業業業課課課課 用用用用地地地地課課課課 技技技技術術術術企企企企画画画画課課課課 道道道道路路路路河河河河川川川川管管管管理理理理課課課課 河河河河川川川川課課課課道道道道路路路路整整整整備備備備課課課課
土木建築局土木建築局土木建築局土木建築局 砂砂砂砂防防防防課課課課 空空空空港港港港振振振振興興興興課課課課道道道道路路路路企企企企画画画画課課課課経経経経営営営営企企企企画画画画監監監監 建設企画部長 土木整備部長建設企画部長 土木整備部長建設企画部長 土木整備部長建設企画部長 土木整備部長

管理課用地第一課 用地第二課 管理第二課 維持第一課 (工務第一係・工務第二係) (工務第一係・工務第二係) 維持課

用地指導Gr 企画調査Gr技術総務Gr用地調整Gr収用Gr 技術指導Gr総合調整Gr 河川企画Gr 砂防企画Gr
廿廿廿廿日日日日市市市市支支支支所所所所 (庶務係・工事係)(維持係・工務係)

砂防整備Gr道路維持Gr
椋梨ダム管理事務所(管理係・用地係) (維持係・工務係)

ダムGr 空港振興Gr急傾斜整備Gr

(維持第一係・維持第二係) (工務第一係・工務第二係) (工務第一係・工務第二係) (用地第一係・用地第二係・用地第三係)
土木課 管理課 維持課 工務第一課 (建設業係・管理第一係・管理第二係)(用地第一係・用地第二係) 用地課

河川整備Gr 都市河川整備Gr道路河川総務Gr 道路管理Gr 空港環境整備Gr土土土土砂砂砂砂法法法法指指指指定定定定推推推推進進進進担担担担当当当当課課課課長長長長国道・市町道Gr
事業調整･土砂法指定推進班 事業調整･土砂法指定推進班事業調整･土砂法指定推進班事業調整･土砂法指定推進班管理課 管理用地課 (管理第一係・管理第二係)（庶務係・工事係） (用地第一係・用地第二係) 管理用地課土木課(審査係・検査指導係)工務第二課建設総務課 建設業課 建設総務課厳島港整備課東部連続立体交差事業課 (管理係・用地係)（管理第一係・管理第二係）

３ 土木建築局行政組織３ 土木建築局行政組織３ 土木建築局行政組織３ 土木建築局行政組織（１）組織図（１）組織図（１）組織図（１）組織図
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庄庄庄庄原原原原支支支支所所所所(工務第一係・工務第二係)(維持第一係・維持第二係・維持第三係)(管理第一係・管理第二係) (用地第一係・用地第二係・用地第三係) (工務第一係・工務第二係) 管理用地課維持課

都市総務Gr
維持課 工務第一課

構造審査Gr建築指導Gr建築安全担当
三三三三原原原原支支支支所所所所 (事務委託）（指定管理者）（指定管理者）

せせせせらららら県県県県民民民民公公公公園園園園
学校営繕第一Gr

（指定管理者）
五五五五日日日日市市市市漁漁漁漁港港港港フフフフィィィィッッッッシシシシャャャャリリリリーーーーナナナナ（指定管理者）

電気設備第一Gr 特殊設備Gr学校営繕第二Gr 警察営繕Gr 電気設備第二Grボボボボーーーートトトトパパパパーーーークククク広広広広島島島島 （指定管理者）
機械設備第二Gr機械設備第一Gr

港営課 工務課事業調整特別班

港営Gr ポートセールス担当 港湾企画Gr空港港湾総務Gr
建築課

都市開発Gr施設計画Gr 北北北北部部部部建建建建設設設設事事事事務務務務所所所所工務第一課

海域管理Gr 広広広広島島島島港港港港湾湾湾湾振振振振興興興興事事事事務務務務所所所所
公共下水道公園Gr

港湾課 用地課 （指定管理者）
住宅調整担当 住宅管理Gr住宅指導Gr住宅総務Gr 庁舎営繕Gr みみみみよよよよしししし公公公公園園園園 びびびびんんんんごごごご運運運運動動動動公公公公園園園園ボボボボーーーートトトトパパパパーーーークククク福福福福山山山山 （指定管理者）

広広広広島島島島空空空空港港港港県県県県営営営営駐駐駐駐車車車車場場場場（指定管理者）
広広広広島島島島観観観観音音音音ママママリリリリーーーーナナナナ

(庶務係・工事係) (管理第一係・管理第二係・港営係) (調整係・工務係)工務第二課(工務第一係・工務第二係) (工務第一係・工務第二係)(維持第一係・維持第二係)維持第二課

住宅営繕Ｇr
鞆地区まちづくり推進事業所

港湾計画Gr 港湾整備Gr 広広広広島島島島ヘヘヘヘリリリリポポポポーーーートトトト
営繕企画Gr 一般営繕Gr

工務第二課 管理課(港営係・建設係) 福山幹線道路建設事業課

住宅企画Gr
管理課 用地課建設総務課 土木課(維持係・工務係)工務課 建築課

港港港港湾湾湾湾漁漁漁漁港港港港整整整整備備備備課課課課 政政政政策策策策監監監監 営営営営繕繕繕繕課課課課建築技術部長建築技術部長建築技術部長建築技術部長平成２８年度土木建築局及び関係地方機関組織図
下下下下水水水水道道道道公公公公園園園園課課課課 住住住住宅宅宅宅課課課課空港港湾部長空港港湾部長空港港湾部長空港港湾部長 都都都都市市市市計計計計画画画画課課課課 都市建築技術審議官都市建築技術審議官都市建築技術審議官都市建築技術審議官

総務課(管理係・用地係)(審査係・住宅係) (庶務係・工事係)

住宅収納Gr宅建業Gr鉄道高架Gr 建築士Gr下水道管理Gr 流域下水道Gr海岸防災Gr 入札Ｇr
庄原ダム管理事務所事業調整･土砂法指定推進班事業調整･土砂法指定推進班事業調整･土砂法指定推進班維持第一課

港港港港湾湾湾湾振振振振興興興興課課課課 建建建建築築築築課課課課街路Gr漁港整備Ｇｒ 地域計画Gr東東東東部部部部建建建建設設設設事事事事務務務務所所所所

平成２８年４月１日現在
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(2)  職員現員表 (2)  職員現員表 (2)  職員現員表 (2)  職員現員表 
 

 

 

 

 

 

(平成28年4月1日現在)土木 建築 その他 小計24 6 2 8 32 64 96 島根県 110 1 1 11 11 福島県 310 1 1 11 11 広島市 14 21 21 25 25 呉市 120 0 20 20 三原市 19 9 9 9 三次市 116 16 16 16 大竹市 11 18 18 1 20 20 東広島市 11 12 12 13 13 廿日市市 2土砂法指定推進担当 6 6 6 6 安芸高田市 110 2 2 12 12 江田島市 121 4 4 25 25 熊野町 118 18 18 18 坂町 112 15 9 24 36 36 計 161 11 2 13 14 14 土地開発公社 36 13 2 15 2 23 23 道路公社 611 19 19 30 30 広島高速道路公社 2033 26 59 1 60 60 住宅供給公社 1131 139 77 30 246 1 3 381 64 445 下水道公社 1061 63 10 73 2 8 144 144 日本下水道事業団 1呉支所 19 28 28 1 2 50 50 ㈱港湾管理センター 3廿日市支所 15 26 26 2 43 43 広島県土木協会 4安芸太田支所 20 23 23 2 45 45 計 48東広島支所 25 42 42 5 72 72 6441 59 7 66 3 110 110三原支所 35 43 43 78 7813 23 5 28 2 3 46 46庄原支所 13 26 26 2 2 43 4324 16 16 4 44 44266 349 22 0 371 7 31 675 0 675397 488 99 30 617 8 34 1,056 64 1,120
合　　　計広島港湾振興事務所計

住宅課
本　　　　　庁 港湾振興課港湾漁港整備課都市計画課下水道公園課建築課

道路河川管理課道路企画課道路整備課河川課砂防課空港振興課

合　　　　計
営繕課 計地　　方　　機　　関
西部建設事務所東部建設事務所北部建設事務所

土木建築総務課・経営企画監建設産業課用地課技術企画課  派 遣 の 内 訳派遣 職員総数所　　　属　　　名 事務 技　　術 再任用職員(3/4勤務) 合計
市町等派遣

再任用職員(ﾌﾙﾀｲﾑ)

公社等派遣
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(3) 地方機関等の位置等 (3) 地方機関等の位置等 (3) 地方機関等の位置等 (3) 地方機関等の位置等 （行政機関） 名     称 位     置 電 話 番 号 所   管   区   域 土木 に関する事務 建築 に関する事務 広 島 県 西 部 建 設 事 務 所 広島市南区比治山本町16-12 （082）250-8151 （建設総務課） 広島市，安芸高田市，江田島市，安芸郡 広島市，呉市，竹原市，大竹市，東広島市，廿日市市，安芸高田市，江田島市，安芸郡，山県郡，豊田郡 建設業・宅建業に関する事務については，大竹市，廿日市市及び山県郡を含む 広島県西部建設事務所呉支所 呉市西中央一丁目3-25 （0823）22-5400 呉市  広島県西部建設事務所廿日市支所 廿日市市桜尾本町11-1 （0829）32-1141 大竹市，廿日市市  建設業・宅建業に関する 事務を除く 広島県西部建設事務所安芸太田支所 山県郡安芸太田町加計3087 （0826）22-0541 山県郡  建設業・宅建業に関する 事務を除く 広島県西部建設事務所東広島支所 東広島市西条昭和町13-10 （082）422-6911 東広島市，竹原市,豊田郡  広 島 県 東 部 建 設 事 務 所 福山市三吉町一丁目1-1 （084）921-1311 福山市,府中市,神石郡 三原市，尾道市，福山市，府中市，世羅郡，神石郡 建設業・宅建業に関する事務については，三原市，尾道市及び世羅郡を含む 広島県東部建設事務所三原支所 三原市円一町二丁目4-1 （0848）64-2322 三原市,尾道市,世羅郡  建設業・宅建業に関する 事務を除く 広 島 県 北 部 建 設 事 務 所 三次市十日市東四丁目6-1 （0824）63-5181 三次市 三次市,庄原市 建設業・宅建業に関する事務については，庄原市を含む 広島県北部建設事務所庄原支所 庄原市東本町一丁目4-1 （0824）72-2015 庄原市  建設業・宅建業に関する 事務を除く 広島県広島港湾振興事務所 広島市南区宇品海岸 二丁目23-53 （082）251-7117 広島港，小用港，鹿川港，中田港，三高港，草津漁港，五日市漁港及び広島市似島海岸（地先海面を含む。）   
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(4) 管内要図 (4) 管内要図 (4) 管内要図 (4) 管内要図   ①土木行政管内  ①土木行政管内  ①土木行政管内  ①土木行政管内 

 

 

凡     例 
 

建設事務所 
(3
) 

0
 

支所 
(6
) 

 

広島港湾振興事務所 
(1
) 

庄原市 庄原市 庄原市 庄原市 神石高原町 神石高原町 神石高原町 神石高原町 尾道市 尾道市 尾道市 尾道市 三次市 三次市 三次市 三次市 
福山市 福山市 福山市 福山市 府中市 府中市 府中市 府中市 世羅町 世羅町 世羅町 世羅町 三原市 三原市 三原市 三原市 

安芸高田市 安芸高田市 安芸高田市 安芸高田市 北広島町 北広島町 北広島町 北広島町 安芸太田町 安芸太田町 安芸太田町 安芸太田町 広島市 広島市 広島市 広島市 廿日市市廿日市市廿日市市廿日市市    大竹市 大竹市 大竹市 大竹市 江田島市 江田島市 江田島市 江田島市 
東広島市 東広島市 東広島市 東広島市 竹原市 竹原市 竹原市 竹原市 大崎上島町 大崎上島町 大崎上島町 大崎上島町 

呉市 呉市 呉市 呉市 坂町 坂町 坂町 坂町 海海海海田田田田町町町町    熊熊熊熊野野野野町町町町    北部建設事務所 北部建設事務所 北部建設事務所 北部建設事務所 
東部建設事務所 東部建設事務所 東部建設事務所 東部建設事務所 

西部 西部 西部 西部 建設事務所 建設事務所 建設事務所 建設事務所 広島港湾振興広島港湾振興広島港湾振興広島港湾振興    事務所 事務所 事務所 事務所 
庄原支所 庄原支所 庄原支所 庄原支所 

安芸太田支所 安芸太田支所 安芸太田支所 安芸太田支所 廿日市支所 廿日市支所 廿日市支所 廿日市支所 
呉支所 呉支所 呉支所 呉支所 東広島支所 東広島支所 東広島支所 東広島支所 三原支所 三原支所 三原支所 三原支所 

府府府府中中中中町町町町    
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  ②建築行政管内   ②建築行政管内   ②建築行政管内   ②建築行政管内 

 

 

凡     例 
0
 

建設事務所 
(3
) 

 

特定行政庁 
(7
) 

 

限定特定行政庁 
(1
) 

庄原市 庄原市 庄原市 庄原市 神石高原町 神石高原町 神石高原町 神石高原町 尾道市 尾道市 尾道市 尾道市 三次市 三次市 三次市 三次市 
福山市 福山市 福山市 福山市 府中市 府中市 府中市 府中市 世羅町 世羅町 世羅町 世羅町 三原市 三原市 三原市 三原市 

安芸高田市 安芸高田市 安芸高田市 安芸高田市 北広島町 北広島町 北広島町 北広島町 安芸太田町 安芸太田町 安芸太田町 安芸太田町 広島市 広島市 広島市 広島市 廿日市市廿日市市廿日市市廿日市市    大竹市 大竹市 大竹市 大竹市 江田島市 江田島市 江田島市 江田島市 
東広島市 東広島市 東広島市 東広島市 竹原市 竹原市 竹原市 竹原市 大崎上島町 大崎上島町 大崎上島町 大崎上島町 

呉市 呉市 呉市 呉市 坂町 坂町 坂町 坂町 海海海海田田田田町町町町    熊熊熊熊野野野野町町町町    北部建設事務所 北部建設事務所 北部建設事務所 北部建設事務所 
東部建設事務所東部建設事務所東部建設事務所東部建設事務所    

西部建設事務所 西部建設事務所 西部建設事務所 西部建設事務所 府府府府中中中中町町町町    
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 (5) 土木建築局組織の沿革  (5) 土木建築局組織の沿革  (5) 土木建築局組織の沿革  (5) 土木建築局組織の沿革 年 月 日 事             項 本    庁 地 方 機 関  昭和25. 1. 1 現在          26. 8. 1    26. 8.11     26. 9. 1    26.12.18        28. 1.16    28. 8.14    29.11. 1      30. 7. 8    31. 5. 1     35. 4. 1       36. 4. 1      36.10. 7         37. 4. 1      37.10. 1      38. 4. 1    39. 4. 1  

  土木部（６課）   管理課，道路課，河川課，港湾課，砂防課，計画課  建築部（３課）   建築課，住宅課，営繕課      住宅課を廃止                  土木部と建築部を統合し土木建築部に改称   ８課 管理課，道路課，河川課，港湾課， 砂防課，計画課，建築課，営繕課           土地開発課を設置   土地開発課を開発課に改称        開発課を開発第一課と開発第二課に改称   住宅課を再設   計画課を都市計画課に改称      

  広島，呉，廿日市，福山，三原，加計， 吉田，三次，庄原，西条，上下，竹原 の各土木出張所  広島港事務所，福山港修築事務所， 広島復興事務所，能美江田島土木工事事務所， 黒瀬川改修事務所，沼田川改修事務所，  呉砂防工事事務所，厳島公園事務所， 史蹟名勝厳島災害復旧工事事務所     史蹟名勝厳島災害復旧工事事務所を廃止  厳島公園事務所を廃止   黒瀬川改修事務所を廃止   沼田川改修事務所を廃止  水内川土木災害復旧臨時事務所を設置 （31. 5. 1廃止）  津田土木災害復旧臨時事務所を設置 （31. 5. 1廃止）   幕之内隧道事務所を設置（31. 4.24廃止）   福山港修築事務所を福山港事務所に改称 （36.10. 7 廃止）      呉砂防工事事務所を廃止   能美江田島土木事務所を廃止  大柿土木出張所を新設   東部地区開発調査事務所を設置 （38. 3.31 廃止）     広島復興事務所を広島都市計画事務所に改称  都市計画苗圃事務所を設置（43. 4. 1 廃止）  福山臨海工業地帯建設局を設置（44. 4. 1廃止）               開発局へ   工業用水道建設事務所を設置（40. 4. 1廃止）       土木出張所を土木建築事務所（広島,呉,三原,福山,三次），  土木事務所（廿日市,大柿,加計,吉田,西条,竹原,上下,庄原）に改称   
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 年 月 日 事              項 本    庁 地 方 機 関  昭和41. 1. 1       42. 4. 1      43. 4. 1       44. 4. 1        45. 4. 1        46. 4. 1       47. 4. 1         48. 4. 1      49. 4. 1      49. 4.20      51. 4. 1         52. 4. 1      55. 4. 1       56. 4. 1      58. 4. 1          2. 4. 1      4. 4. 1      

  道路課を道路維持課と道路建設課に改称  開発第一課と開発第二課を開発課に改称   開発課を開発用地課と工業用水道課に改称   高速道路室を設置（44.4.1廃止）  広域利水調査室を設置（44.4.1廃止）   企画調査室を設置（47.4.1廃止）  用地課を設置  （開発局設置   49.6.5 企業局に改称）       技術管理室を設置    土木建築部の内局として都市局を設置  都市整備課を設置   ４課 都市計画課，都市整備課， 建築課，住宅課   都市局に下水道課と学園都市建設課を設置   河川開発室を設置     土木建築部を土木部と都市部に分離し，都市部に営繕課を加える  技術管理室を技術管理課に改称  河川開発室を河川開発課に改称   都市総務課を設置し，学園都市建設課を廃止      都市総務課を廃止   土木部と都市部を統合して土木建築部となる  土木建築部の内局として都市局を設置   ６課 都市計画課,都市整備課, 下水道課,建築課,住宅課,営繕課  河川開発課を廃止  部の内室としてダム建設室を設置  新空港地域整備室を設置    土木建築部の内局として空港港湾局を設置  [１課１室 新空港地域整備室,港湾課]  都市局のうち，都市計画課,都市整備課及び下水道課を再編整備し,都市政策課，都市計画課及び公園下水道課に改組  

  廿日市土木事務所を 廿日市土木建築事務所に改称            広島港事務所を廃止し， 広島臨海工業地帯建設局を設置  （47. 4. 1廃止，広島港湾事務所となる）      中国縦貫道用地事務所を設置 （48．3．31廃止）     瀬戸内海大橋用地事務所を設置     西条土木事務所を東広島土木事務所に改称  東広島土木事務所を 東広島土木建築事務所に改称       広島都市計画事務所を廃止し， 太田川流域下水道事務所を設置           企画振興部から新空港地域整備事務所を移管  広島港湾事務所を広島港湾振興局に改組        
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 年 月 日 事              項 本    庁 地 方 機 関  平成 5. 4. 1          5.10.29       6. 4. 1           8. 4. 1        10. 3.31      10. 4. 1       12. 3.31      12. 4. 1         13. 4. 1                     14．3.31    15. 4．1     17. 3.31      17. 4. 1   

 新空港地域整備室と航空交通対策課（企画振興部）を統合して空港対策課を設置 空港対策課の課内室として新空港地域整備室及びコミューター飛行場整備室を設置   コミューター飛行場整備室を廃止   河川課の課内室としてダム建設室を設置  港湾課の課室内として 広島みなとまちづくり推進室を設置  新空港地域整備室を 空港地域整備室に改称   道路建設課の課内室として 幹線道路計画室を設置  営繕課の課内室として設備室を設置     広島みなとまちづくり推進室を 港湾振興室に改称     監理課の課内室として建設産業室を設置 都市局のうち，都市政策課及び都市計画課を再編整備し，都市政策課及び都市整備課に改組   組織再編により，課を廃止し， 総室及び室を設置  ７総室  管理総室,技術管理総室，道路総室, 河川砂防総室,空港港湾総室, 都市総室，建築総室  31室  総務室，建設産業室，用地指導室， 用地管理室，技術総務室，技術調整室，  技術指導室，道路総務室，道路企画室， 道路整備室，道路保全室，河川管理室， 河川企画整備室，ダム室，砂防室， 空港振興室，港湾管理室， 港湾企画整備室，港湾振興室， 都市総務室，都市企画室，都市整備室， 開発指導室，下水道室，建築総務室， 住宅企画室，住宅管理室，住宅整備室， 建築指導室，営繕室，設備工事室     総務室を土木建築総務室に改称 

       広島西飛行場事務所を設置   新空港地域整備事務所を 空港地域整備事務所に改称          瀬戸内海大橋用地事務所を廃止      太田川流域下水道事務所を廃止        組織再編により，土木(建築)事務所を廃止し，地域事務所建設局（支局）を設置  広島地域事務所建設局  広島地域事務所建設局廿日市支局  呉地域事務所建設局  呉地域事務所建設局大柿支局  芸北地域事務所建設局  芸北地域事務所建設局吉田支局  東広島地域事務所建設局  東広島地域事務所建設局竹原支局  尾三地域事務所建設局  福山地域事務所建設局  備北地域事務所建設局  備北地域事務所建設局上下支局  備北地域事務所建設局庄原支局      空港地域整備事務所を廃止      呉地域事務所建設局大柿支局，芸北地域事務所建設局吉田支局，備北地域事務所建設局上下支局を廃止   広島地域事務所建設局に大柿維持管理分室及び吉田維持管理分室を設置 
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年 月 日 事              項 本    庁 地 方 機 関  平成18. 3.31      18. 4. 1                     20. 4. 1                      21. 4. 1 

    組織再編により，都市局，空港港湾局を都市部，空港港湾部に改組，総室・室の統合とともに，「総室」を「局」に名称変更   ３部  土木部，都市部，空港港湾部  ４局  総務管理局，土木整備局，都市事業局，  空港港湾事業局  22室  土木総務室，建設産業室，用地室，   技術企画室，技術指導室，道路河川総務室，  道路企画室，道路整備室，道路保全室，  道路河川管理室，河川企画整備室，   ダム室，砂防室，都市総務室，都市企画室，  都市整備室，下水道室，建築指導室，   住宅室，空港振興室，港湾管理室，   港湾企画整備室  組織再編により，「部」「局」「室」制から「局」「部」「課」制へ移行，３部４局  22室を２局３部１７課に改組し，６つの課内室を設置   ２局  土木局，都市局  ３部  総務管理部，土木整備部，空港港湾部  17課  土木総務課，建設産業課，用地課，技術企画課，土木整備管理課，道路企画課，道路整備課，河川課，砂防課，空港振興課，港湾管理課，港湾企画整備課，都市事業管理課，都市企画課，都市整備課，建築課，住宅課  ６室  技術指導室，道路河川管理室，ダム室，港湾振興室，下水道室，住宅管理室  

  広島地域事務所建設局大柿維持管理分室及び吉田維持管理分室を廃止                                         組織再編により，地域事務所建設局（支局）を廃止し，建設事務所（支所）を設置  西部建設事務所 西部建設事務所呉支所 西部建設事務所廿日市支所 西部建設事務所安芸太田支所 西部建設事務所東広島支所 東部建設事務所 東部建設事務所三原支所 北部建設事務所 北部建設事務所庄原支所   広島港湾振興局を 広島港湾振興事務所に改称 
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年 月 日 事              項 本    庁 地 方 機 関  平成22. 4. 1                      23．4．1             24．4．1                  24.11.15   25．4．1 

  組織再編により課内室を廃止 室廃止に伴い，土木整備管理課を道路河川管理課に，港湾管理課を港湾振興課に改称  都市局のうち，都市事業管理課，都市企画課及び都市整備課を再編整備し，都市政策課，都市整備課及び都市環境課に改組    ２局  土木局，都市局  ３部  総務管理部，土木整備部，空港港湾部  17課 土木総務課，建設産業課，用地課，技術企画課，道路河川管理課，道路企画課，道路整備課，河川課，砂防課，空港振興課，港湾振興課，港湾企画整備課，都市政策課，都市整備課，都市環境課，建築課，住宅課  組織再編により，「局」「部」「課」制から「局」「課」制へ移行  ２局  土木局，都市局  17課 土木総務課，建設産業課，用地課，技術企画課，道路河川管理課，道路企画課，道路整備課，河川課，砂防課，空港振興課，港湾振興課，港湾企画整備課，都市政策課，都市整備課，都市環境課，建築課，住宅課  組織再編により，都市局を土木局に統合 都市政策課及び都市整備課を再編整備し，都市計画課に改組 都市環境課を下水道公園課に改称 営繕課を総務局から土木局に移管  １局  土木局  17課 土木総務課，建設産業課，用地課，技術企画課，道路河川管理課，道路企画課，道路整備課，河川課，砂防課，空港振興課，港湾振興課，港湾企画整備課，都市計画課，下水道公園課，建築課，住宅課，営繕課     漁港に関する事務を農林水産局から移管し，港湾企画整備課を港湾漁港整備課に改称  １局  土木局  17課 土木総務課，建設産業課，用地課，技術企画課，道路河川管理課，道路企画課，道路整備課，河川課，砂防課，空港振興課，港湾振興課，港湾漁港整備課，都市計画課，下水道公園課，建築課，住宅課，営繕課 

                                                   広島西飛行場事務所を廃止し  広島へリポート管理事務所を設置   
- 22 -



年 月 日 事              項 本    庁 地 方 機 関  平成27. 4. 1                       
  局名を土木局から土木建築局に，土木総務課を土木建築総務課に改称 土砂災害警戒区域等の指定を推進するため，土砂法指定推進担当を設置  １局  土木建築局  17課１担当 土木建築総務課，建設産業課，用地課，技術企画課，道路河川管理課，道路企画課，道路整備課，河川課，砂防課，土砂法指定推進担当，空港振興課，港湾振興課，港湾漁港整備課，都市計画課，下水道公園課，建築課，住宅課，営繕課 

  広島へリポート管理事務所を廃止   
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４ 平成28年度当初予算４ 平成28年度当初予算４ 平成28年度当初予算４ 平成28年度当初予算４ 平成28年度当初予算４ 平成28年度当初予算４ 平成28年度当初予算４ 平成28年度当初予算（１）一般会計歳出予算総括表（１）一般会計歳出予算総括表（１）一般会計歳出予算総括表（１）一般会計歳出予算総括表（１）一般会計歳出予算総括表（１）一般会計歳出予算総括表（１）一般会計歳出予算総括表（１）一般会計歳出予算総括表

（２）特別会計歳出予算総括表（２）特別会計歳出予算総括表（２）特別会計歳出予算総括表（２）特別会計歳出予算総括表（２）特別会計歳出予算総括表（２）特別会計歳出予算総括表（２）特別会計歳出予算総括表（２）特別会計歳出予算総括表

（単位：百万円，％）H27年度 H28年度 H27年度2月補正 H28年度合計区　　　分 当初予算 当初予算 H27年度当初比 (緊急対策分) (補正+当初)Ａ Ｂ Ｂ/A Ｃ D(B+C)土木費 69,695 72,827 104.5 4,776 77,603 公共事業費 58,061 60,329 103.9 4,739 65,067 補助公共事業費等 38,982 38,841 99.6 4,739 43,580 補助公共事業費 28,552 28,706 100.5 4,195 32,901 国直轄事業負担金 10,430 10,135 97.2 543 10,678 単独公共事業費 19,079 21,488 112.6 0 21,488 単独建設事業費 7,553 9,296 123.1 0 9,296 維持修繕費 11,526 12,192 105.8 0 12,192 その他事業費等 11,634 12,498 107.4 38 12,536 災害復旧費 3,334 2,870 86.1 0 2,870 1,782 1,272 71.4 0 1,272 公共事業費 1,341 1,260 94.0 0 1,260 補助公共事業費等 1,099 1,007 91.7 0 1,007 補助公共事業費 1,099 1,007 91.7 0 1,007 単独公共事業費 243 253 104.4 0 253 単独建設事業費 158 169 106.8 0 169 維持修繕費 84 84 100.0 0 84 その他事業費等 440 12 2.6 0 12 民生費 2 1 57.7 0 1 その他事業費等 2 1 57.7 0 1 合　　　計 74,813 76,970 102.9 4,776 81,746 注） 端数処理の関係で積み上げ数値と総額が異なる場合等がある
【農林水産業費】 漁港建設費，漁港管理費

（単位：百万円，％）H27年度 H28年度 H27年度2月補正 H28年度合計区　　　分 当初予算 当初予算 H27年度当初比 (緊急対策分) (補正+当初)A B B/A C D(B+C)港湾特別整備事業費 15,655 11,650 74.4 0 11,650 流域下水道事業費 8,733 9,008 103.2 0 9,008 県営住宅事業費 5,141 4,587 89.2 0 4,587 合　　　計 29,528 25,245 85.5 0 25,245 注） 端数処理の関係で積み上げ数値と総額が異なる場合等がある- 24 -



（３）一般会計歳出予算事業別内訳表（３）一般会計歳出予算事業別内訳表（３）一般会計歳出予算事業別内訳表（３）一般会計歳出予算事業別内訳表（３）一般会計歳出予算事業別内訳表（３）一般会計歳出予算事業別内訳表（３）一般会計歳出予算事業別内訳表（３）一般会計歳出予算事業別内訳表 （単位：千円,％）H27年度当初予算 H28年度当初予算 比率補助公共 国直轄事業 単独建設 維持修繕費 その他A B 事業費 負担金 事業費 事業費等 B/A民生費 1,709 986 0 0 0 0 986 57.7 2月補正 0 0 0 0 0 0 0 当初 1,709 986 0 0 0 0 986 57.7 農林水産業費 1,781,663 1,271,981 1,007,080 0 169,223 84,164 11,514 71.4 2月補正 0 0 0 0 0 0 0 当初 1,781,663 1,271,981 1,007,080 0 169,223 84,164 11,514 71.4 道路事業費 33,460,625 34,017,428 13,691,323 5,170,000 5,301,701 7,606,000 2,248,404 101.7 2月補正 1,926,333 2,143,333 1,815,000 328,333 0 0 0 当初 31,534,292 31,874,095 11,876,323 4,841,667 5,301,701 7,606,000 2,248,404 101.1 河川事業費 8,778,468 8,136,017 2,987,000 1,114,000 1,147,000 2,163,000 725,017 92.7 2月補正 228,134 509,000 294,000 215,000 0 0 0 当初 8,550,334 7,627,017 2,693,000 899,000 1,147,000 2,163,000 725,017 89.2 砂防事業費 11,329,051 11,821,590 7,489,200 2,700,000 773,000 787,690 71,700 104.3 2月補正 3,111,000 2,086,200 2,086,200 0 0 0 0 当初 8,218,051 9,735,390 5,403,000 2,700,000 773,000 787,690 71,700 118.5 海岸事業費 1,997,524 2,001,000 1,602,000 299,000 0 100,000 0 100.2 2月補正 21,000 0 当初 1,976,524 2,001,000 1,602,000 299,000 0 100,000 0 101.2 港湾事業費 6,449,317 8,228,718 4,147,000 1,101,000 1,364,000 934,464 682,254 127.6 2月補正 68,000 0 当初 6,381,317 8,228,718 4,147,000 1,101,000 1,364,000 934,464 682,254 129.0 空港事業費 667,152 705,553 0 294,334 109,600 10,800 290,819 105.8 2月補正 0 0 当初 667,152 705,553 294,334 109,600 10,800 290,819 105.8 街路等事業費 3,109,164 3,384,575 2,826,913 0 557,662 0 0 108.9 2月補正 0 0 当初 3,109,164 3,384,575 2,826,913 0 557,662 0 0 108.9 公園事業費 188,746 258,914 158,014 0 43,000 57,900 0 137.2 2月補正 0 0 当初 188,746 258,914 158,014 0 43,000 57,900 0 137.2 住宅事業費 108,201 75,892 0 0 0 0 75,892 70.1 2月補正 0 37,545 0 0 0 0 37,545 当初 108,201 38,347 0 0 0 0 38,347 35.4 その他事業費 8,961,280 8,973,228 0 0 0 531,800 8,441,428 100.1 2月補正 0 0 0 0 0 0 0 当初 8,961,280 8,973,228 0 0 0 531,800 8,441,428 100.1 土木費 計 75,049,528 77,602,915 32,901,450 10,678,334 9,295,963 12,191,654 12,535,514 103.4 2月補正 5,354,467 4,776,078 4,195,200 543,333 0 0 37,545 当初 69,695,061 72,826,837 28,706,250 10,135,001 9,295,963 12,191,654 12,497,969 104.5 災害復旧費 3,334,300 2,870,250 2,770,250 0 100,000 0 0 86.1 2月補正 0 0 0 0 0 0 0 当初 3,334,300 2,870,250 2,770,250 0 100,000 0 0 86.1 合　　計 80,167,200 81,746,132 36,678,780 10,678,334 9,565,186 12,275,818 12,548,014 102.0 2月補正 5,354,467 4,776,078 4,195,200 543,333 0 0 37,545 当初 74,812,733 76,970,054 32,483,580 10,135,001 9,565,186 12,275,818 12,510,469 102.9 

区　　　分
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（４）平成28年度土木建築局関係当初予算（図表）（４）平成28年度土木建築局関係当初予算（図表）（４）平成28年度土木建築局関係当初予算（図表）（４）平成28年度土木建築局関係当初予算（図表）― 県　予　算（一般会計）

土木建築局関係予算　財源内訳（一般会計）
総 額
1兆56億3000万円

100％
議 会 費 19億7196万円 0.20%諸支出金 1401億3200万円 13.93%予 備 費 4億0000万円 0.04%総務費 461億274万円 4.58%民生費

1168億3000万円 11.62%衛生費 757億2459万円 7.53%労働費 29億2679万円 0.29%農林水産業費 273億8083万円 2.72%商工費 450億1994万円 4.48%土木費 729億1528万円 7.25%
警察費 657億348万円 6.53%

教育費
2436億6082万円

24.23%

公債費
1613億6339万円

16.05%

災害復旧費
54億9818万円

0.55%

分担金及び負担金 32億6025万円 4.24% 国庫支出金
162億4511万円

21.11%

一般財源
213億4024万円

27.73%

県債
336億7790万円

43.75%

使用料及び手数料 17億3496万円 2.25%財産収入 2454万円 0.03%繰入金 813万円 0.01%

諸収入 6億7893万円 0.88%

総 額
769億7005万円

100％
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土木建築局関係予算　歳出内訳（一般会計）

土木建築局関係予算　事業別内訳（一般会計）
総 額
769億7005万円

100％道路事業318億7410万円
41.41%

河川事業
76億2702万円

9.91%

砂防事業
97億3539万円

12.65%

海岸事業
20億100万円 2.60%

港湾事業
82億2872万円
10.69%

空港事業
7億555万円 0.92%

街路等事業
33億8458万円 4.40%

公園事業
2億5891万円 0.34%

その他事業
89億7323万円

11.66%

災害復旧事業
28億7025万円 3.73%

民生費
99万円 0.00%

漁港事業（農林水産業費）
12億6047万円 1.64%

農林水産業費（公共事業除く）
1151万円 0.01%

総 額
769億7005万円

100％ 補助公共事業
297億1333万円

38.60%国直轄事業負担金
101億3500万円

13.17%

単独建設事業
94億6519万円

12.30%

維持修繕費
122億7582万円

15.95%

その他事業
124億9797万円

16.24%

農林水産業費（公共事業除く）
1151万円 0.01%

民生費
99万円 0.00%

住宅事業
3835万円 0.05%

災害復旧事業
28億7025万円 3.73%
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　　①　一般会計予算
財源内訳表
　　①　一般会計予算
財源内訳表
　　①　一般会計予算
財源内訳表
　　①　一般会計予算
財源内訳表

（単位:千円）

平成28年度 当初予算額最終予算額当初予
算額
分担金使用料国　庫

（Ａ）（Ｂ）（Ｃ）
負担金手数料支出金

29,650,64331,301,94429,713
,330100.21%94.92%
1,683,67813,888,
635
12,590,5001,550,517

公共事業3,234,30081
9,7702,770,25085.65%
337.93%
1,781,382
987,7001,168

単独事業100,000―
100,000100.00%皆増

100,000

計3,334,300819,77
02,870,25086.08%
350.13%
1,781,382
1,087,7001,168

10,429,9598,782,96810,135
,00197.17%115.39%
496,666
9,638,200135

7,711,0829,726,4489,465,
186122.75%97.31%
816,894
6,422,9002,225,392

11,610,11112,007,65812,275
,818105.73%102.23%
70,541
8,7002,379,7009,816,8
77

12,076,63811,767,22812,510
,469103.59%106.32%
128,928427,844157,85
98,125
655,8311,349,5009,782
,382

―――
――63,542
1,307,111417,23624,
54314,400
209,400△ 2,036,232

74,812,73374,406,01676,970
,054102.88%103.45%
3,260,2491,734,95516,245,
11224,5438,125
678,93133,677,90021,340
,239

　　②　特別会計予算
財源内訳表
　　②　特別会計予算
財源内訳表
　　②　特別会計予算
財源内訳表
　　②　特別会計予算
財源内訳表

（単位:千円）

平成28年度 当初予算額最終予算額当初予
算額
分担金使用料国　庫

（Ａ）（Ｂ）（Ｃ）
負担金手数料支出金

15,654,56815,425,49611,650
,25274.42%75.53%
991,0982,905,041
2,032,011715,823
1118,4784,887,800

8,732,5167,990,3959,008,
280103.16%112.74%
4,537,7761,528,
7468642,199,882
924105,288634,800

5,141,0444,888,1044,586,
65789.22%93.83%
2,6193,364,442510,326
1,49663516,689
25,550664,900

29,528,12828,303,99525,245
,18985.50%89.19%
5,531,4936,269,4832,039,
0722,034,3712,916,340
17,614249,3166,187,
500県債一般財源

補助公共事業区　　　分平成27年度
比　　　　較
（Ｃ）　　　の　　　財　　　源
　　　内　　　訳

(C)/(A)(C)/(B)
財産収入繰入金諸収入

比　　　　較
（Ｃ）　　　の　　　財　　　源
　　　内　　　訳

(C)/(A)(C)/(B)

国直轄事業負担金 単独建設事業 維持修繕事業 その他事業 県営住宅事業費 合　　　計（５）平成28年度土
木建築局関係当初予
算
（５）平成28年度土
木建築局関係当初予
算
（５）平成28年度土
木建築局関係当初予
算
（５）平成28年度土
木建築局関係当初予
算

災害復旧事業 流域下水道事業費

財産収入繰入金繰越金
諸収入県債

港湾特別整備事業費一般財源歳入 合　　　計 区　　　分平成27年度
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　　①　総　括　表　　①　総　括　表　　①　総　括　表　　①　総　括　表

（単位:千円） 〔参考〕

当初予算額最終予算額当初予
算額当初比最終予算額
最終比当初予算額当初比
最終予算額最終比当初予算額
当初比

補助公共事業36,051,70434,
178,01829,590,26582.1%
31,423,64391.9%29,650,64
3100.2%31,301,9449
9.6%29,713,330100.2%
4,195,20033,908,530114.
4%

国直轄事業負担金11,182,55712,
258,59410,018,57389.6%
12,543,592102.3%10,429,95
9104.1%8,782,9687
0.0%10,135,00197.2%
543,33310,678,334102.4%

単独建設事業8,019,22310,
673,8238,575,927106.9%
10,523,18098.6%7,711,08
289.9%9,726,4489
2.4%9,465,186122.7%
―9,465,186122.7
%

維持修繕費10,524,83311,
282,83311,599,311110.2%
13,252,248117.5%11,610,11
1100.1%12,007,6589
0.6%12,275,818105.7%
―12,275,818105.7
%

その他事業16,667,76617,
121,30412,559,21575.4%
12,771,66474.6%12,076,63
896.2%11,767,2289
2.1%12,510,469103.6%
37,54512,548,014103.9%

災害復旧費2,990,6881,
159,8063,144,331105.1%
4,461,325384.7%3,334,300
106.0%819,77018.4%
2,870,25086.1%―
2,870,25086.1%

合　　計85,436,77186,674
,37875,487,62288.4%
84,975,65298.0%74,812,73
399.1%74,406,0168
7.6%76,970,054102.9%
4,776,07881,746,132109.
3%

（６）土木建築局関
係予算の推移
（６）土木建築局関
係予算の推移
（６）土木建築局関
係予算の推移
（６）土木建築局関
係予算の推移

平成27年度2月補正（緊急対策）平成27年度当初比平成28年度合計(当初+2月補正(緊急対策))

区　　分平成25年度
平成26年度
平成27年度
平成28年度
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　　②　公共事業等　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　

　　②　公共事業等　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　

　　②　公共事業等　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　

　　②　公共事業等　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　（単位:千円） 〔参考〕

当初予算額最終予算額当初予算
額当初比最終予算額最
終比当初予算額当初比
最終予算額最終比当初予算額
当初比

道　　　路15,437,00014,358,
82913,468,00087.2%1
2,172,00084.8%12,228,000
90.8%11,626,62095.5%
11,876,32397.1%1,815,00
013,691,323112.0%

河　　　川5,000,0204,123,
4203,890,62077.8%
3,973,73296.4%3,813,200
98.0%4,447,467111.9%
2,693,00070.6%294,000
2,987,00078.3%

砂　　　防5,097,5505,469,
8063,684,75872.3%
7,847,854143.5%4,629,100
125.6%7,200,50091.8%
5,403,000116.7%2,086,200
7,489,200161.8%

海　　　岸2,088,0001,793,
5001,304,00062.5%
1,193,00066.5%1,600,000
122.7%1,119,00093.8%
1,602,000100.1%―
1,602,000100.1%

港　　　湾4,467,6704,481,
6703,623,00081.1%
3,139,22070.0%3,673,000
101.4%3,405,000108.5%
4,147,000112.9%―
4,147,000112.9%

漁　　　港894,5371,283,
437810,96090.7%
708,96155.2%1,098,516
135.5%981,365138.4%
1,007,08091.7%―
1,007,08091.7%

街　　　路2,961,4132,561,
8422,703,41391.3%
2,283,36289.1%2,503,313
92.6%2,447,477107.2%
2,826,913112.9%―
2,826,913112.9%

公　　　園105,514105,
514105,514100.0%
105,514100.0%105,514
100.0%74,51570.6%
158,014149.8%―
158,014149.8%

36,051,70434,178,01829,590,
26582.1%31,423,643
91.9%29,650,643100.2%
31,301,94499.6%29,713,33
0100.2%4,195,20033,
908,530114.4%

2,890,6881,159,8063,044,3
31105.3%4,273,825
368.5%3,234,300106.2%
819,77019.2%2,770,250
85.7%―2,770,250
85.7%

道　　　路8,151,6679,249,
0837,428,16791.1%
6,692,48672.4%5,981,167
80.5%4,878,33372.9%
4,841,66780.9%328,333
5,170,00086.4%

河　　　川1,294,0001,049,
117958,00074.0%
1,104,334105.3%980,000
102.3%1,250,786113.3%
899,00091.7%215,000
1,114,000113.7%

砂　　　防890,000816,
700760,82885.5%
3,822,334468.0%2,246,000
295.2%1,745,00045.7%
2,700,000120.2%―
2,700,000120.2%

海　　　岸500,000538,
200272,34054.5%
325,20060.4%272,340
100.0%331,000101.8%
299,000109.8%―
299,000109.8%

港　　　湾248,890541,
390383,100153.9%
383,10070.8%661,918
172.8%289,31575.5%
1,101,000166.3%―
1,101,000166.3%

空　　　港98,00064,
104216,138220.5%
216,138337.2%288,534
133.5%288,534133.5%
294,334102.0%―
294,334102.0%

公　　　園――
―――
―――
―――
―――
―

11,182,55712,258,59410,018,
57389.6%12,543,592
102.3%10,429,959104.1%
8,782,96870.0%10,135,001
97.2%543,33310,678,334
102.4%

50,124,94947,596,41842,653,
16985.1%48,241,060
101.4%43,314,902101.6%
40,904,68284.8%42,618,58
198.4%4,738,53347,
357,114109.3%

国直轄事業負担金 合　　　　計

平成27年度2月補正（緊急対策）

区　　分平成25年度
平成26年度
平成27年度
平成28年度平成
28年度合計(当初+2月補正(緊急対策))平成27年度当初比

補 助 公 共 計 災害復旧費- 30 -



　　③　単独建設事業
・維持修繕費等　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　

　　③　単独建設事業
・維持修繕費等　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　

　　③　単独建設事業
・維持修繕費等　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　

　　③　単独建設事業
・維持修繕費等　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　（単位:千円） 〔参考〕

当初予算額最終予算額当初予算
額当初比最終予算額最
終比当初予算額当初比
最終予算額最終比当初予算額
当初比

道　　　　路4,469,6535,26
9,6534,715,560105.5%
6,343,560120.4%4,350,856
92.3%6,429,856101.4%
5,301,701121.9%―
5,301,701121.9%

河　　　　川907,8801,73
8,8801,323,066145.7%
1,433,06682.4%1,136,956
85.9%1,136,95679.3%
1,147,000100.9%―
1,147,000100.9%

砂防・急傾斜758,3501,36
2,950757,48399.9%
857,48362.9%674,180
89.0%674,18078.6%
773,000114.7%―
773,000114.7%

海　　　　岸――
―――
―――
―――
―――
―

港　　　　湾683,16088
2,160612,60089.7%
669,10075.8%691,200
112.8%691,200103.3%
1,364,000197.3%―
1,364,000197.3%

漁　　　　港176,96717
6,967172,13697.3%
172,13697.3%158,497
92.1%158,49792.1%
169,223106.8%―
169,223106.8%

空　　　　港324,21332
4,213273,92584.5%
174,56353.8%73,142
26.7%57,70033.1%
109,600149.8%―
109,600149.8%

街　　　　路 土地区画整理 公　　　　園20,0002
0,00020,400102.0%
58,400292.0%20,400
100.0%20,40034.9%
43,000210.8%―
43,000210.8%

8,019,22310,673,8238,575,9
27106.9%10,523,180
98.6%7,711,08289.9%
9,726,44892.4%9,465,18
6122.7%―9,
465,186122.7%

道　　　　路6,719,2667,06
9,2667,479,515111.3%
8,171,452115.6%7,479,515
100.0%7,748,86294.8%
7,606,000101.7%―
7,606,000101.7%

河　　　　川1,791,2261,79
1,2261,926,151107.5%
2,146,151119.8%1,926,151
100.0%2,004,35193.4%
2,163,000112.3%―
2,163,000112.3%

砂防・急傾斜640,60964
8,609653,421102.0%
1,043,421160.9%653,421
100.0%653,42162.6%
787,690120.5%―
787,690120.5%

海　　　　岸107,14210
7,142104,18497.2%
104,18497.2%104,184
100.0%104,184100.0%
100,00096.0%―
100,00096.0%

港　　　　湾627,7701,02
7,770759,344121.0%
1,086,344105.7%759,344
100.0%809,34474.5%
934,464123.1%―
934,464123.1%

漁　　　　港77,2207
7,22084,164109.0%
108,164140.1%84,164
100.0%84,16477.8%
84,164100.0%―
84,164100.0%

空　　　　港――
―――
―10,800皆増
10,800皆増10,800
100.0%―10,800
100.0%

公　　　　園61,6006
1,60062,832102.0%
62,832102.0%62,832
100.0%62,832100.0%
57,90092.2%―
57,90092.2%

総　　　　合500,00050
0,000529,700105.9%
529,700105.9%529,700
100.0%529,700100.0%
531,800100.4%―
531,800100.4%

10,524,83311,282,83311,599,
311110.2%13,252,248
117.5%11,610,111100.1%
12,007,65890.6%12,275,81
8105.7%―12,
275,818105.7%

18,544,05621,956,65620,175,
238108.8%23,775,428
108.3%19,321,19395.8%
21,734,10691.4%21,741,00
4112.5%―21,
741,004112.5%

100,000―100,000
100.0%187,500皆増
100,000100.0%―
―100,000100.0%
―100,000100.0%

災 害 復 旧 費

平成27年度2月補正（緊急対策）平成28年度合計(当初+2月補正(緊急対策))平成27年度当初比

単独建設事業計 維持修繕費計

557,66292.0%―
557,66292.0%

814,87290.6%

区分平成25年度
平成26年度
平成27年度

合　　　　　計

平成28年度

679,000899,000700,757
103.2%
605,85186.5%557,659
68.4%
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（1）社会資本整備の優先順位の設定の目的（1）社会資本整備の優先順位の設定の目的（1）社会資本整備の優先順位の設定の目的（1）社会資本整備の優先順位の設定の目的（1）社会資本整備の優先順位の設定の目的（1）社会資本整備の優先順位の設定の目的（1）社会資本整備の優先順位の設定の目的（1）社会資本整備の優先順位の設定の目的平成２３年度以前は，道路，河川など，事業ごとの優先順位に基づき，実施箇所の評価，判断を行い，社会資本の整備を進めてきた平成２４年６月には，客観的な数値化が困難な場合でも定性的な指標により評価することが可能なＡＨＰ法（階層化意思決定法）を用いて，事業を超えた横断的な施策分野において社会資本整備の優先順位を設定し，毎年度の予算配分等に反映させ，整備の更なる重点化と効率性・効果性の向上を図ったところ平成２７年度に，社会資本未来プランの改定に合わせて社会資本整備の優先順位を再設定することとし，これまでと同様に，ＡＨＰ法による相対順位付けを行う手法により実施し，引き続き，効果的・効率的に社会資本整備を進める（2）社会資本整備の優先順位の位置付け 〔活用策〕（2）社会資本整備の優先順位の位置付け 〔活用策〕（2）社会資本整備の優先順位の位置付け 〔活用策〕（2）社会資本整備の優先順位の位置付け 〔活用策〕（2）社会資本整備の優先順位の位置付け 〔活用策〕（2）社会資本整備の優先順位の位置付け 〔活用策〕（2）社会資本整備の優先順位の位置付け 〔活用策〕（2）社会資本整備の優先順位の位置付け 〔活用策〕社会資本整備の優先順位は，限られた財源を最大限有効に活用し，効果的・効率的に社会資本整備を進めるため，施策区分や事業区分を超えた優先順位付けを行うものであり，土木建築局土木建築局土木建築局土木建築局のののの公共事業公共事業公共事業公共事業のののの予算編成等予算編成等予算編成等予算編成等においてにおいてにおいてにおいて，，，，どのどのどのどの事業事業事業事業にどのにどのにどのにどの程度財源程度財源程度財源程度財源をををを配分配分配分配分すべきかをすべきかをすべきかをすべきかを設定設定設定設定するするするする際際際際のののの基礎資料基礎資料基礎資料基礎資料『『『『社会資本未来社会資本未来社会資本未来社会資本未来プランプランプランプラン』』』』のフォローアップのフォローアップのフォローアップのフォローアップ等等等等においてにおいてにおいてにおいて，，，，どのどのどのどの施策施策施策施策にににに重点投資重点投資重点投資重点投資すべきかをすべきかをすべきかをすべきかを設定設定設定設定するするするする際際際際のののの基礎資料基礎資料基礎資料基礎資料 として位置付け（個々の事業箇所に対する実施の要否や事業費配分の判断に用いるものではないこと ⇒ これらは事業別整備計画で設定）（3）社会資本整備の優先順位の設定方法（3）社会資本整備の優先順位の設定方法（3）社会資本整備の優先順位の設定方法（3）社会資本整備の優先順位の設定方法（3）社会資本整備の優先順位の設定方法（3）社会資本整備の優先順位の設定方法（3）社会資本整備の優先順位の設定方法（3）社会資本整備の優先順位の設定方法平成２８年度から平成３２年度の５年間に実施が見込まれる補助公共事業及び国直轄事業（道路・街路・交通安全・河川・砂防・海岸・港湾）① 評価対象① 評価対象① 評価対象① 評価対象① 評価対象① 評価対象① 評価対象① 評価対象事業箇所について，事業別（７区分）・施策別（６区分）・優先度別（２区分）に３２にグループ化したもの② 評価単位（評価に際して事業箇所をグループ化したもの）② 評価単位（評価に際して事業箇所をグループ化したもの）② 評価単位（評価に際して事業箇所をグループ化したもの）② 評価単位（評価に際して事業箇所をグループ化したもの）② 評価単位（評価に際して事業箇所をグループ化したもの）② 評価単位（評価に際して事業箇所をグループ化したもの）② 評価単位（評価に際して事業箇所をグループ化したもの）② 評価単位（評価に際して事業箇所をグループ化したもの）事 業 別（７区分） 事業の種別に応じた７区分(1)道路事業，(2)街路事業，(3)交通安全事業，(4)河川事業，(5)砂防事業，(6)海岸事業，(7)港湾事業施 策 別（６区分） 『社会資本未来プラン』に掲げた７施策のうち，該当事業の存する６区分①広域～ 広域的な交流・連携基盤の強化②集客～ 集客・交流機能の強化とブランド力向上③環境～ 環境保全と循環型社会の構築 ④防災～ 防災・減災対策の充実・強化⑤交通～総合的な交通安全対策の推進⑥持続～ 持続可能なまちづくり優 先 度 別（２区分） 事業別整備計画上の事業優先度区分を踏まえて設定した２区分Ａ ～ 後半５年間で集中的に取り組むものなどＢ ～ 計画的な投資により段階的に整備するもの③ 評価基準③ 評価基準③ 評価基準③ 評価基準③ 評価基準③ 評価基準③ 評価基準③ 評価基準「県民起点」「現場主義」「成果主義」の観点から総合的な評価を行うため，人口や資産の集積の度合いなどに左右される「事業効果（Ｂ／Ｃなど）」のみならず，「実施環境（地元の期待度など）」や「波及的影響（期待される波及効果など）」を評価項目に設定事 業 効 果 Ｂ／Ｃ（当該事業の費用と受益者側の便益との比）がどれだけ大きいか実 施 環 境 事業を計画どおり円滑に進めることができる環境にあるかなど，事業の実施環境がどれだけ整っているか波及的影響 貨幣換算することが困難な効果・影響や，施策目標達成度・施策課題への対応に係わる事項など④ 優先順位付け④ 優先順位付け④ 優先順位付け④ 優先順位付け④ 優先順位付け④ 優先順位付け④ 優先順位付け④ 優先順位付け（２）の評価単位（３２にグループ化したもの）を対象に，（３）の評価基準により，客観的な数値化が困難な場合でも定性的な指標により評価することが可能な階層化意思決定法（ＡＨＰ法）※を用いて，１位から３２位まで順位付け※ 個々の事業箇所を１対１で比較するに際し，数値化が可能な事項（(3)の「事業効果」など）のほか，数値化が困難な事項（(3)の「実施環境」「波及的影響」など）も勘案しながら評価を行い，優先順位を付ける手法 （適用例：首都機能移転先候補地選定（国会等移転審議会）など）

５ 社会資本整備の優先順位の設定について５ 社会資本整備の優先順位の設定について５ 社会資本整備の優先順位の設定について５ 社会資本整備の優先順位の設定について
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（4）優先順位の評価結果（4）優先順位の評価結果（4）優先順位の評価結果（4）優先順位の評価結果（4）優先順位の評価結果（4）優先順位の評価結果（4）優先順位の評価結果（4）優先順位の評価結果
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